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る。2006年から2010年までの平均 GDP 成長率は7.9％となり， 1 人あたり



































































党支配の確立過程（第 2 章），党政関係（第 3 章），道徳教育を通じた国民形
成過程（第 4 章），国家財政における国有企業の役割（第 5 章），対ラオス援
助と債務問題（第 6 章），教育開発（第 7 章），農村の変容と資源利用競合問

































































































制の変化があったことを明らかにしている。第 2 章から第 7 章が上からの国
家建設を描いたとすれば，本章は末端の農山村が国家建設に巻き込まれてい
く姿を描いている。近年のラオスの農山村では焼畑から商品作物栽培に転換
することで金銭的に豊かになる人々が現れつつある。その一方で，資源利用
における住民間の競合という問題も発生するようになった。これは，商品作
物への転換が住民の土地利用に変化をもたらし，資源利用のあり方や，それ
を支える地域制度に変容を迫っていることに起因する。ただ筆者は，この問
題の背景には，歴史的な土地利用の変化も関係していると主張する。とくに，
党や政府の政策により土地利用が徐々に制限されたこと，また，土着のフー
ドセキュリティー機能が消滅したことが影響しているという。現在，国家が
土地管理を強化するなかで，農民が生活を安定させるには，もはや市場経済
に参加する以外選択肢がなくなりつつある。山村の人々は難しい選択を迫ら
れている。
　本書は，これまでの先行研究とは異なり，1986年という年や「チンタナカ
ーン・マイ」という概念にとらわれることなく，社会主義国家建設と国民国
家建設が重なり合う過程として現在のラオスを理解しようという試みである。
言い換えれば1986年の「チンタナカーン・マイ」（新思考）を再検討したう
えで，社会主義の「理想」と国民国家建設の「現実」との間で試行錯誤する
現在のラオスの姿を描いているのである。その試みが果たして正しいかどう
かは，読者の皆様の判断を仰ぐしかない。忌憚のないご意見，あるいはご批
判をいただければ幸いである。ラオス研究は日本に限らず，世界的にも決し
viii
て盛んに行われていない未開拓分野といっても過言ではない。本書がラオス
への理解に少しでも貢献し，今後のラオス研究に資することを願っている。
　最後に，本書を取りまとめるうえで，ご協力いただいた多くの方に心から
お礼を申し上げたい。すべての章は，内容の一部を現地調査に依拠している。
現地調査の際には，ラオス政府機関や村の人々，現地の日本人関係者に多大
なるご協力をいただいた。心からお礼を申し上げたい。また，研究会運営や
出版においては，研究所管理部門や編集スタッフにご尽力いただいた。改め
て感謝の意を表したい。
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